４高福第６７８号

令和４年７月８日
各市町村　　　　　高齢者福祉担当課長　殿
　東三河広域連合　
愛知県福祉局高齢福祉課長
（　公　印　省　略　）
令和５年度地域医療介護総合確保基金事業（介護施設等整備事業費補助金分）に係る所要額調べについて（照会）
このことについて、県の予算編成作業上、県内における基金活用意向を把握する必要があるため、下記により提出してください。
記
１　提出書類
（１）別紙様式1（令和５年度介護施設等整備事業費補助金所要額調べ）
　　　※該当事業がない場合も、その旨文書（任意様式）で回答してください。

（２）別紙様式2（災害レッドゾーンに所在する老朽化した広域型介護施設の有無について）

２　提出方法及び期限

　（１）別紙様式１・・・令和４年７月２５日（月）必着（電子メールにて回答）
（２）別紙様式２・・・令和４年８月３１日（水）（電子メールにて回答）
　　※添付のエクセルファイル（別紙様式1及び2）に必要事項を入力し、ファイル名の「○○市町村」を市町村名等に変更の上、下記メールアドレスあて返信してください。

３　その他
　　　　別紙１「作成にあたっての注意事項」、別紙２「災害レッドゾーンに所在する老朽化した広域型介護施設の移転改築整備事業について」及び別添「介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業について」を参考に作成してください。
　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先　　施設グループ（高山）
　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　052-954-6287（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　korei-shisetsu@pref.aichi.lg.jp
別紙１
作成にあたっての注意事項
１　　この補助金は単年度事業であるため、２か年事業は認められません。
　　（ただし、県が補助する広域型特養（２か年整備）に併設する事業所を整備する時など、整備が大規模で単年度で完了しない場合、複数年の整備を認める場合がある。）
２　　補助内容については、令和３年８月２６日付け一部改正の愛知県介護施設等整備事業費補助金交付要綱（以下、「県要綱）という。）及び令和４年６月１日付け一部改正の「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」別記１－１（介護施設等の整備に関する事業）（以下、「国管理運営要領」という。）を参照してください。
※愛知県介護施設等整備事業費補助金交付要綱については、後日改正予定です。
３　　今回の所要額調査の対象事業は、国管理運営要領中、２（６）「介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業」を除く部分です。
　　※２（６）の事業は現時点で令和５年度も継続されるかどうか未定。
４　　大規模施設（特養、老健、介護医療院、ケアハウス、養護、介護付きホーム）に対する施設開設準備経費等支援事業、定期借地権設定のための一時金支援事業及び災害レッドゾーンに所在する老朽化した広域型介護施設の移転改築整備事業（政令・中核市を除く）は県事業、それ以外は市町村補助事業となります。
　　　所要額調査の時点では、県で実施する事業についても管内該当施設の要望を確認してください。
５　　「介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業」についても市町村事業となりますが、創設施設と大規模修繕・耐震化を行う施設が市町村をまたがることも想定されるため、要綱本文中にある「都道府県計画及び市町村計画に沿った介護施設等の創設と広域型施設の大規模修繕又は耐震化の両方に係る整備計画」の提出先等は別添のとおりです。
　　※創設又は大規模修繕いずれかの着手前に該当自治体への提出が必要です。

６　　基金による補助金を活用して整備した施設・設備が整備後にサービスの全部又は一部を休止する等、利用が低調なものが見受けられており、この点に関して会計検査院からも指導を受けています。こうした事態が生じないよう、基金の活用にあたっては、施設整備の必要性や事業内容、今後の見通し等について今一度十分な精査をお願いします。
７　　原則、災害レッドゾーンにおける介護施設等の整備は補助対象外（県要綱第５条（４））となりますので、整備予定の施設の所在地が当該区域にあたらないことを確認する等十分にご注意ください。
別紙２
災害レッドゾーンに所在する老朽化した広域型介護施設の移転改築整備事業について
１　災害レッドゾーンに所在する広域型介護施設の有無について
　　　県内の災害レッドゾーンに所在する老朽化（竣工後約10年経過）した広域型介護施設（定員３０名以上）の有無を確認するため、各市町村においては、本事業の実施の有無に関わらず、管内の広域型介護施設（国管理運営要領別記1-1の2（1）ウに規定する対象施設）の状況を御確認いただき、別紙様式２「災害レッドゾーンに所在する老朽化した広域型介護施設の有無について」に回答をお願いします。
　　※災害レッドゾーンの該当の有無に関わらず、管内に所在する全ての広域型介護施設（上記対象施設のみ）の状況を回答してください。
２　災害レッドゾーンについて

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第33条第１項第８号において規定される開発行為を行うのに適当でない区域内の土地。

	区域の種別
	愛知県の状況

	災害危険区域
	指定区域無し。

（令和4年6月3日付けで廃止。）

	浸水被害防止区域
	指定区域無し。※1

	地すべり防止区域
	指定区域あり。※2

	土砂災害特別警戒区域
	

	急傾斜地崩壊危険区域
	


※1　浸水被害防止区域については、県河川課において今後指定する予定です。国土交通省からの通知があり次第の対応となりますが、時期は未定です。
※2　災害区域についての情報を閲覧するサイトの「マップあいち」でおおよその位置は確認可能ですが、近隣に広域型介護施設が所在する場合、当該区域に該当するかについて、各区域を管轄する建設事務所に確認をお願いします。
３　実施主体について
　　　移転後の所在地が政令・中核市の場合は、政令・中核市が実施主体とし、それ以外の場合は愛知県が実施主体とします。
